
(提言)「免震・制振のデータ改ざん問題と信頼回復への対策」 

インパクト・レポート

１ 提言等内容 

・ 第三者の試験施設を用いた抜き取り検査の実現：

免震支承やダンパーについて、製造会社による全製品の自社検査に加えて、建設中の建物に

組み込まれる前の製品の一部を、発注者、設計事務所、建設会社などの指示により任意に抜

き取り、第三者による客観的な試験を行い、製品の性能を担保することが必要である。

・ 大型製品の実大試験施設の導入：

米国、中国、台湾、イタリアには本格的な試験施設があり、実物大の製品の動的試験を行う

ことが可能である。日本には実大動的試験設備がなく、免震構造や制振構造の安全確保に必

要な、免震支承やダンパーの実大試験施設の整備が急がれる。免震・制振技術において、現

状では国際競争力の低下も懸念されるため、研究や技術開発の面からも整備が望まれる。

・ 供用の大型試験設備を持つ検査機関の設置：

大型試験施設を保有する第三者検査機関の設置が必要である。この設立は、官民連携で国の

支援に加えて民間から広く資金を募ることを考える。製造会社とは独立に、発注者、設計事

務所、建設会社などからの要望により、設置される前の免震装置やダンパーそのものを任意

に抜き取って持ち込み、試験を行うことができる。

２ 提言等の発出年月日 

平成３１年４月１６日 



３ フォローアップ（提言を浸透させるための提言者側のシンポジウムや出版等の活動） 

 ・土木工学・建築学委員会主催、日本建築学会・土木学会・日本地震工学会・防災学術連携体・

日本建築構造技術者協会・日本免震構造協会の後援により公開シンポジウムを開催（平成 31年

1 月 15 日）「免震・制振データ改ざんの背景と信頼回復への道筋」。提言執筆の纏めの最終段階で、

関係者との議論を深めることができた。関係者全員に、この提言内容の重要性および必要性を理解し

ていただくことができ、アンケート調査も行った。総合討論では本提言に賛同する意見が多く出され、ア

ンケート回答者（275 名）の約 83％が第三者機関の必要性に、約 90％が大型試験施設の必要性に賛

同し、本提言の実現が広く期待されていることが明らかになった。 

 

 ・土木工学・建築学委員会主催、日本建築学会・土木学会の共催により第 65回構造工学シンポジ

ウムを開催（平成 31 年 4月 20 日・21 日）提言「免震・制振データ改ざんの背景と信頼回復への

道筋」を、最も関係の深い研究者・技術者に紹介し、質疑を行い、本提言の趣旨の理解を深めることが

できた。 

 

４ 社会に対するインパクト 

 (1) 政策への反映 

＜有＞ 

2019 年 4月 16 日の公表日に合わせて、同日午後に本提言を国土交通省技術審議官に手交し

た。その後、国土交通省の広報会議室において記者会見を行い、多くのメディアにとりあげら

れた。この段階では、すぐに政策に反映されることはなかったが、続けて国土交通省住宅局と

実現の可能性について打ち合わせを続けている。 

 

 (2)  学協会・研究教育機関・市民社会等の反応 

（a）学協会 

・土木学会、日本建築学会、日本地震工学会などの学会では、研究、論文などを通して、免

震・制振に関わる製品について、実大・実荷重・実変形、実速度の実験の必要性が主張され

るようになっている。 

 (b) 研究教育機関 

・東京工業大学を中心に、東京大学、京都大学、名古屋工業大学、福岡大学などと連携した

研究組織が作られ、中国・台湾などに設置されている大型試験機を用いた実験研究が進めら

れている。 

（c）市民 

・日経新聞・朝日新聞・NHK などのメディアを通して、一般市民にも大型試験機の必要性を広

めることができた。 

 

５ メディア 

① 1 月 15 日に開催した日本学術会議公開シンポジウムの紹介 

・日経アーキテクチャ電子版（平成 31年 1月２４日） 

② 4 月 16 日の提言発表と国土交通省への手交の報道 

・NHK全国放送「おはよう日本」のニュース（平成 31年 4月 17日早朝） 

・日本経済新聞（平成 31年 4月 1６日夕刊） 

・朝日新聞（平成 31年 4月 1６日夕刊） 



・読売新聞（平成 31年 4月 1６日夕刊） 

・秋田魁新聞（平成 31年 4月 1６日夕刊） 

・時事通信（平成 31年 4月 1６日電子版） 

③ 学術的な記事 

・JST 客観日本（平成 31年 5月 10 日）「耐震建築安全確保に新たな大型試験施設を 日本学術会

議が提言」 

 

６ 意思の表出内容おいて、他の異なる意見との関係性等に変化があれば記載してください。 

過去の日本学術会議からの意志の表出に、関係するものはありません。 

 

７ 考察と自己点検（a-c から一つ選択し、説明する） 

(a) 予想以上のインパクトがあった 

この提言の中で提案している本格的な試験機の設置と公的試験機関の設立には、数十億円の予

算が必要であるが、本提言をきっかけに日本免震構造協会が中心となり、将来の利用者にあたる

大手建設会社、建築設計事務所、免震装置や制振装置の製造会社などとともに「世界をリードす

る確かな免震・制振技術発展のための大型動的試験装置設置に関する日本免震構造協会の宣言」

を纏め、この宣言を 2020 年 6 月に発表する段階になっている。 

 

             インパクト・レポート作成責任者  

              土木工学・建築学委員会委員長 米田 雅子 

              提出日 令和２年３月２３日   


